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要約

◦�日本の創薬研究力の実態と課題を調査・研究す
る上で、アカデミアは創薬の出発点の役割を担
っており、現時点で確認したアカデミアの現状
を纏め報告する。調査に際しては文部科学省の
公表資料や e-Stat 掲載の統計等を活用した。

◦�日本の論文数推移を、量的観点（全論文数）と
質的観点（Top10％数・Top１％数：被引用度
の高い論文数）から主要国１）と比較した所、1980
～1990年代は伸長していたが、2000年代以降停
滞し、特に Top10％数・Top１％数の世界ラン
ク下落が続き、現在は主要国中７位であった。

◦�研究力に影響すると思われる「ヒト」の現状を
確認した所、2000年代以降の HC 研究者数（研
究者の人数）は増加していたが、国際比較可能
な FTE 研究者数（研究業務に専従した時間割
合を勘案した研究者数）は、他国と異なり横這
いから緩徐な減少傾向を示していた。研究活動
に割ける時間割合の減少が原因と想定された。

◦�優れた研究成果を挙げる上で重要な40歳未満の
若手研究者数は、2010年以降減少傾向を示し、
構成比は1971年から半数以下に減少していた。

◦�研究力に影響すると思われる「カネ」の現状を
確認した所、他の主要国が増加傾向あったのに
対し、日本の研究開発費は2000年代以降ほぼ横
這いで推移していた。過去10年間の伸び率は他

の主要国に見劣りする状況であった。
◦�アカデミアの現状は、2000年代を境に全般的な

潮目が変わったと捉えることができた。

１．はじめに

　医薬産業政策研究所では、チームで協同して一
つのテーマを検討するとの新たな取り組みを試行
しており、我々のチームは「日本の創薬研究力の
実態と課題」をテーマとして調査・研究を進めて
いる。本テーマを検討する上で、まずはアカデミ
アに注目してその実態と課題を検討しつつある。
2023年５月25日の製薬協会長記者会見２）において
示されたように、創薬の在り方は従来の個社完結

研究力から見た日本のアカデミアの現状

医薬産業政策研究所　統括研究員　伊藤　稔
医薬産業政策研究所　主任研究員　高橋洋介
医薬産業政策研究所　主任研究員　岡田法大
医薬産業政策研究所　主任研究員　森本　潔
医薬産業政策研究所　主任研究員　椿原慎治

１）主要国とは、日本、米国、中国、英国、ドイツ、フランス、韓国の７か国を意味する。
２）製薬協 記者会見資料（2023年５月25日）　https://www.jpma.or.jp/news_room/release/news2023/230525_2.html

図１　創薬エコシステムに重要な４つのポイント

出所：製薬協 会長記者会見資料（2023年５月25日）２）

Points of View
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型から複数プレーヤーが連携する創薬エコシステ
ムに移行しつつあるが、いずれの場合でもアカデ
ミアは出発点として重要な役割を担っており、最
初に調査・研究に取り組むことが適切と判断した。
調査・研究は途上にあるが、現時点で確認したア
カデミアの現状を纏めて報告する。

２．論文数の現状

　研究力を定量化し比較する際には、研究開発の
アウトプットである論文数の変化を見ることが一
法となっている。分数カウント法による主要国の
全分野の論文数推移３）を図２に示す。日本の変化
を把握しやすいように、米国・中国を除外したグ

ラフも同時に示した。分数カウント法とは、国際
共著論文を関与した国毎に按分して集計したもの
であり、論文生産の貢献度を示したものである。
また、研究力を見る際には、量的観点と質的観点
の両面を見ることが望ましいとされている。量的
観点としては全論文数を、質的観点としては他の
論文から引用される回数の多い論文数（Top10％
補正論文数、Top１％補正論文数）（以下 Top10
数、Top１数）を用いることが一般的である。
　グラフから読み取れるように全論文数、Top10
数、Top１％数のいずれも1990年代後半から中国
の伸びが顕著であり、全論文数は2017年、Top10
数は2018年、Top１数は2019年に米国を抜き世界

３）文部科学省　科学技術・学術政策研究所　科学技術指標2023 統計集（2023年８月）
　　https://nistep.repo.nii.ac.jp/record/2000006/files/NISTEP-RM328-StatisticsJ.pdf

図２　主要国の論文数・Top10数・Top１数の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017 2021

全論文数（分数カウント）米・中除外

日本 ドイツ フランス 英国 韓国

全分野

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017 2021

Top10％補正論文数（分数カウント）米・中除外

日本 ドイツ フランス 英国 韓国

全分野

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017 2021

Top1％補正論文数（分数カウント）米・中除外

日本 ドイツ フランス 英国 韓国

全分野

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016 2021

全論文数（分数カウント）

日本 米国 ドイツ フランス
英国 中国 韓国

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017 2021

Top10％補正論文数（分数カウント）

日本 米国 ドイツ フランス
英国 中国 韓国

全分野

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1981 1985 1989 1993 1997 2001 2005 2009 2013 2017 2021

Top1％補正論文数（分数カウント）

日本 米国 ドイツ フランス
英国 中国 韓国

全分野全分野

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023統計集３）」を基に、医薬産業政策研究所が加工・作成
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１位となった。日本の全論文数は1980年代～1990
年代に欧州主要国を上回る伸びを示し、一時は米
国に次ぐ世界２位であったが、2000年代以降は停
滞傾向が見られ、2010年代後半以降に再び増加傾
向を示していた。Top10数、Top１数は、1980～
1990年代は米英に次ぎドイツと競う状況にあった
が、2000年代以降は停滞しドイツとの差が拡大し
ていた。2000年代後半にはフランスに、2020年代
に入り韓国に抜かれ、現在は主要国中７位となっ
ている。図３に主要国の論文数、Top10数、Top
１数の世界ランクの時系列変化４）を示すが、論文
数は５位、Top10数は13位、Top１数は12位との
状況になっている。論文数、Top10数、Top１数
で微妙に挙動は異なるが、2000年代を境に量的・
質的共に、論文数で見た日本の研究力が停滞から
下降傾向にあることが確認できた。
　これらの論文数、Top10数、Top１数は、大学
等部門以外の公的機関部門・企業部門・非営利団
体部門等を含む日本全体の数値である。大学等部
門が占める割合は７割前後（78～69％）４）で安定
しており、大学等部門が論文産出で重要な役割を
担っていた。論文数で見た日本の研究力の問題は、
主に大学等のアカデミアの問題と見做して差し支

えないと思われた。
　引き続き、創薬研究に特に関係深いと思われる
臨床医学分野・基礎生命科学分野の論文数を確認
した。結果を図４・図５に示す。やはり日本の変
化を把握しやすいように、米国・中国を除外した
グラフも同時に示した。なおデータの関係で、本
内容も日本全体の数値であることには注意が必要
である。
　臨床医学分野においても、量的観点である全論
文数では近年の中国の伸びが顕著であるが、依然
として米国が世界１位を保っている。一方、質的
観点である Top10数・Top１数では、現時点にお
いて米国の優位は揺るいでいない。2021年の状況
では、Top10数は米国が約2.2倍（12,350 vs 5,633）、
Top１数は約4.1倍（1,498 vs 364）と中国と大きな
差が見られた。日本の状況を俯瞰した場合、全論
文数は1980～1990年代に急速な伸びを示したが、
2000年代に一時停滞し、2010年代以降に再度伸張
傾向を示していた。2020年以降は主要国の中で米
国・中国に次ぐ３位の地位を占めるようになった。
一方、Top10数は2000年代前半に一時停滞傾向を
示したが、それ以外の期間はほぼ増加傾向を維持
していた。しかしながら、米国・中国は勿論、英

４）文部科学省　科学技術・学術政策研究所　科学研究のベンチマーキング2023　調査資料－329（2023年８月）
　　https://nistep.repo.nii.ac.jp/record/2000009/files/NISTEP-RM329-FullJ.pdf

図３　主要国の世界ランク（論文数、Top10数、Top１数）の時系列変化
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出典：文部科学省　科学技術・学術政策研究所 科学研究のベンチマーキング2023調査資料－329（2023年８月）４）



16 政策研ニュース No.71　2024年３月

国・ドイツとの差が拡大しつつあり、韓国との差
が縮まりつつある。Top１数は更に厳しい状況で
あり、2000年代前半を除けば緩徐な増加傾向にあ
ったが、2020年代以降は減少傾向を示し、他の主
要国との差が拡大しつつある。現在は韓国と７位
を争っている。以上のように、臨床医学分野にお
ける論文数で見た日本の研究力は、量的観点（全
論文数）の増加傾向を維持しつつ、質的観点

（Top10数、Top１数）の向上が課題と思われた。
　基礎生命科学分野においては、量的観点（全論
文数）では中国の躍進が目覚ましく、2020年に米
国を抜き世界１位となった。質的観点でも、Top10
数では、2010年代後半以降に停滞傾向を示す米国
を抜き、2020年に世界１位となった。Top１数は、
2010年代後半以降に停滞傾向を示す米国が世界１

位を保ったが、中国の急追を受けており、この傾
向が継続すれば近年の逆転が予想される状況にあ
る。日本の状況を俯瞰した場合、全論文数は1980
～1990年代に急速な伸びを示し、一時は世界２位
の位置を占めたが、2000年代以降は停滞から減少
傾向を示し、2020年代に再度伸張傾向を示してい
た。現在は米国・中国に次ぐ３位の地位をドイツ
と争っている。一方、Top10数は1980～1990年代
に増加傾向を示したが、2000年代以降に停滞傾向
を示し、英国・ドイツとの差が拡大した。2010年
代後半からは減少傾向が見られ、現在は伸長著し
い韓国と７位を争っている。Top１数は2000年代
に入り停滞傾向を示した後、2010年代からは減少
傾向を示し、英国・ドイツとの差が拡大しつつあ
る。現在は韓国と７位を争っている。以上のよう

図４　臨床医学分野の主要国の論文数・Top10数・Top１数の推移
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出典：�文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2023４）」を基に医薬産業政策研究所が加工・作成
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に、基礎生命科学分野における論文数で見た日本
の研究力は、2020年代以降の量的観点（全論文数）
の増加傾向を維持しつつ、臨床医学分野と同様に
質的観点（Top10数、Top１数）の向上が課題と
思われた。

３．アカデミアの研究パフォーマンス上の制約

　前章で俯瞰したように、論文数で見た日本の研
究力は2000年代を境に全般的な潮目が変わったと
大掴みすることができると思われた。では、アカ
デミア自身は研究パフォーマンスを高める上での

制約をどう感じているのであろうか。文部科学省
は約５年に１回の頻度で「大学等におけるフルタ
イム換算データに関する調査５）」を実施している。
本来は、大学等における研究者数を国際比較可能
なフルタイム換算データに補正するための係数

（フルタイム換算係数：FTE 係数）を得ること等
を目的に実施される調査であるが、その中に研究
パフォーマンスに関する見解を調査する項目が含
まれている。教員が研究パフォーマンスを高める
上で制約を感じている要素を「研究人材、研究時
間、研究環境、研究資金」の４つに分類し、それ

５）文部科学省　平成30年度大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（概要）（平成31年３月）
　　https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/06/__icsFiles/afieldfile/2019/06/26/1418365_01_3_1.pdf

図５　基礎生命科学分野の主要国の論文数・Top10数・Top１数の推移
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出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2023４）」を基に医薬産業政策研究所が加工・作成
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ぞれにどの程度制約を感じているかを５段階６）で
調査している。直近では2018年度に調査が実施さ
れ、その結果が2019年６月に公開された。集計客
体数は5,367であった。結果を図６に示す。「研究
時間」との回答が最も多く76.4％、次いで「研究
資金」56.1％、「研究人材」48.7％、「研究環境」40.5
％であった。
　回答が多数であった順に、その内容を詳細に見
た場合、「研究時間」においては「大学運営業務」

（教授会など学内会議への参加及びそれらに伴う
業務）を制約と感じている教員が最も多く、「過重
な教育負担」がそれに続いた。「研究資金」におい
ては「基盤的経費の不足」が最も多く、「競争的資
金等、外部研究資金の獲得が困難」が続いた。「研
究人材」においては「修士課程や博士課程学生の
不足」が最多で、「若手研究者（ポスドク）の不
足」が続いた。「研究環境」においては「研究機
器、研究試料等を活用、維持するための研究補助
者、技能者の不足」を制約と感じている教員が最
も多く、「実験装置、大型コンピューターなど研究
機器の利用可能性」が続いた。
　以上より、アカデミアは研究パフォーマンス向
上のためには、まず「研究時間」に制約を感じ、

「研究人材」では修士・博士課程学生や若手研究者
の不足等の「ヒト」の面に制約を感じていること
が確認できた。更に基盤的経費や外部研究資金等
の「カネ」の面でも制約を感じていた。また「研
究環境」として研究補助者や研究機器を望んでい
たが、これは間接的な意味での「ヒト」「カネ」の
問題と解釈することも可能と思われた。よって日
本のアカデミアの「ヒト」「カネ」の現状について
調査を進めた。

４．アカデミアの研究時間・研究人材の現状

　後述するが、「研究時間」の制約は研究者数に直
結し、「ヒト」に深く関係する。まずは主要国にお
ける大学部門研究者数の推移について確認した。
文部科学省が著している科学技術指標2023に記載

された結果を図７に引用表示する。2000年代以降
の中国における研究者数増加が目立つ結果であ
り、米国以外の主要国はいずれも経年的に増加傾

６）５段階とは「非常に強い制約となっている」「強い制約となっている」「どちらとも言えない」「あまり強い制約になっ
ていない」「全く制約でない」である。

図６　�研究パフォーマンスを高める上で最も制約
となっていること
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換算データに関する調査（概要）５）
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向を示していた。奇異に感じるのは、日本に関し
て３種類（旧基準、HC、FTE）のデータが存在
し、その挙動が異なることである。2001年以前の
旧基準は、教員、大学院博士課程在籍者、医局員、
その他の研究員の人数の合計値を示している。
2002年以降の HC とは Head Count を意味し、旧
基準研究者数に兼務者（学外からの研究者）も加
えた人数を示している。2002年以降の FTE とは
Full Time Equivalent を意味し、実際に研究業務
に専従した時間割合を勘案した研究者数であり、
旧基準の人数にFTE係数を掛け算出している。既
述の通り FTE 係数（フルタイム換算係数）は文
部科学省が実施する「大学等におけるフルタイム
換算データに関する調査５）」で求められる。なお、
FTE研究者数が国際比較可能な値である。つまり
2000年代以降の日本の大学部門研究者数は、人数

（HC研究者数）は一貫して増えているが、国際比
較可能な FTE 研究者数は横這いから緩徐な減少
傾向を示している。図８に大学等教員の職務活動
時間割合の推移５）を示すが、研究活動に割ける時
間割合の減少がこの原因と想定された。
　引き続き、学問分野別の日本の研究者数の現状

７）文部科学省　科学技術・学術政策研究所　科学技術指標2023 報告書全文（2023年８月）
　　https://nistep.repo.nii.ac.jp/record/2000006/files/NISTEP-RM328-FullJ.pdf

図７　主要国における大学部門研究者数の推移
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注：�研究者の定義・測定方法は国毎に違いがあるため、国際比較の際には注意が必要である。違いについては科学技術指標
2023７）を参照されたい。

出典：�文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023 報告書全文７）」を一部改変

図８　大学等教員の職務活動時間割合の推移

32.9

35.0

39.1

46.5

28.5

28.4

26.9

23.7

5.0

4.9

6.0

3.4

5.3

5.0

4.6

2.8

10.3

9.2

4.1

3.6

18.0

17.5

19.3

19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2013年度

2008年度

2002年度

研究活動 教育活動 社会サービス活動（研究関連） 社会サービス活動（教育関連）
社会サービス活動（その他：診療活動等） その他の職務活動（学内事務等）

出典：�文部科学省　平成30年度大学等におけるフルタイム
換算データに関する調査（概要）５）
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を調査した。表１に結果を示す。理工農分野にお
いてはFTE研究者数、HC研究者数ともに大きな
変化はなかった。しかしながら、創薬研究力との
関係がより深いと想定される保健分野において
は、HC 研究者数が大幅に増加（2002年48,058人
→2018年65,585人）する一方、FTE研究者数は減
少（2002年22,237人→2018年19,519人）していた。
保健分野における大学等教員の職務活動時間割合
の推移を図９に示すが、研究活動の時間割合が減
少し、主に社会サービス活動（その他：診療活動
等）割合が高くなっていることが、この原因と想
定された。アカデミアの研究パフォーマンス向上
のためには「研究時間」を確保することが望まれ
るが、現状では人員の増大を相殺してしまうよう
な研究活動時間割合の減少が発生しており、軽視
できない問題と思われた。

　「研究人材」では修士・博士課程学生や若手研究
者の不足等の「ヒト」の面に制約を感じるアカデ
ミアも多かったが、若手研究者数は優れた研究活
動に大きく関係するとの指摘がある。科学技術政
策研究所（現：科学技術・学術政策研究所）が優
れた成果をあげた研究活動の特性を調査８）し、ト
ップリサーチャー９）のプロファイルを示してい
る。それによるとトップリサーチャーの７割以上
が大学に所属しており、平均年齢は39.9歳で半数
以上が40歳未満であることから、トップリサーチ
ャーには“若手”が比較的多いと言う事ができる
と指摘している。また、ポスドク経験者27％、海
外職歴経験者は37％であり、前者の大部分が海外
でのポスドク経験者であることより、優秀な研究
者の育成に海外での経験が重要であるとも指摘し
ている。
　図10に年齢階層別大学本務教員数・構成の推移
を示す。本数値は学校教員統計調査10）の結果であ
り、本務教員の人数であることには注意が必要で
ある。一覧して理解できる通り、40歳以上の教員
数が経年的に増加しているのに対し、40歳未満の
若手教員数は1980年代以降４万人半ばで横這い傾
向を示し、2010年代以降は減少傾向にある。構成

表１　学問分野別の大学等教員数の推移

学問分野
FTE研究者数（人、下段はHC研究者数）

2002年度 2008年度 2013年度 2018年度

全体
79,604 64,735 65,661 63,286

171,094 178,696 187,730 192,334

理学
5,543 4,614 5,037 5,097

9,678 9,474 9,868 10,337

工学
16,488 12,938 13,414 12,820

34,006 34,317 34,251 33,581

農学
3,243 2,594 2,604 2,798

6,401 6,484 6,478 7,019

保健
22,237 20,789 19,838 19,519

48,058 53,579 62,096 65,585

人文・社会科学
及びその他

32,092 23,800 24,610 22,849

72,951 74,842 75,037 75,812
出典：�文部科学省　平成30年度大学等におけるフルタイム換算

データに関する調査（概要）５）

図９　�保健分野における大学等教員の職務活動時
間割合の推移（保健）
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８）文部科学省　科学技術政策研究所　優れた成果をあげた研究活動の特性：トップリサーチャーから見た科学技術政策の
効果と研究開発水準に関する調査報告書（2006年３月）

　　https://nistep.repo.nii.ac.jp/record/4637/files/NISTEP-RM122-FullJ.pdf
９）トップリサーチャーとは、国際的な科学文献データベースである SCI（2001年版）における被引用度が上位10％以内の

論文の（筆頭）著者を意味する。
10）文部科学省　学校教員統計調査
　　https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400003&tstat=000001016172

https://nistep.repo.nii.ac.jp/record/4637/files/NISTEP-RM122-FullJ.pdf
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上は、40歳未満の若手教員の割合は一貫して減少
しており、1971年の48.1％が2019年には22.1％まで
半数以下に低下していた。
　引き続き、創薬研究力との関係がより深いと想
定される保健分野の年齢階層別の大学本務教員
数・構成の推移を図11に示す。40歳以上の教員数
がほぼ経年的に増加しているのに対し、40歳未満
の若手教員数は1980年代半ばまでは他の年齢階層
を上回る増加を示したが、それ以降は２万人前後
で横這い傾向を示していた。構成上は、40歳未満
の若手教員の割合は1980年代半ばまでは横這い傾
向であったが、それ以降は経年的に割合が減少し
ており、1971年に64.4％であった割合は、2019年
には30.1％と半数以下に低下していた。
　以上の様に、日本のアカデミアの研究者は、そ
の人数（HC研究者数）は増加していた。しかし、
研究活動に専従できる時間割合が経年的に減少し
ているため、国際比較可能なFTE研究者数は、米
国を除く他の主要国が増加基調にあるのに対し、
日本では横這いから緩徐な減少傾向を示してい

た。更に研究者の年齢構成においても、トップリ
サーチャーの半数以上を占めるとされた40歳未満
の若手の割合は、1970年代当初に比し半数以下に
減少していた。日本のアカデミアの「ヒト」の現
状は、研究時間の面でも、研究人材の面でも問題
を抱えていることが確認できた。
　トップリサーチャーのプロファイルにおいて
は、優秀な研究者の育成に海外での経験が重要で
あるとも指摘されていた。日本の海外への派遣研
究者数の推移を図12に示す。一覧して理解できる
通り、海外への派遣研究者数の総数は、COVID-19
パンデミック（2019年）までは増加傾向であった。
但し、30日超の中・長期派遣者数は2000年を境に
減少傾向を示し、2000年代後半以降は４千人台前
半でほぼ横這いとなってしまっていた。優秀な研
究者育成に重要な海外での経験が限定的となって
しまっていることは、日本のアカデミアの「ヒト」
の現状の更なる問題と解釈して差し支えないと思
われた。

図10　年齢階層別の大学本務教員数・構成の推移
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出典：�文部科学省　学校教員統計調査10）を基に医薬産業政
策研究所が加工・作成

図11　�年齢階層別の保健分野の大学本務教員数・
構成の推移
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５．アカデミアの研究資金の現状

　日本のアカデミアの「カネ」の現状として研究
資金について調査を進めた。まず、主要国の大学
部門研究開発費（名目額　OECD購買力平価換算）
の推移を図1312）に示す。結果として米国が金額・
伸びとも飛び抜けた世界１位であることが確認で
きた。中国（2019年以降データが欠落）が２位、
ドイツが３位と想定された。日本は英国（2021年
データが欠落）と共に４位を占めると想定された。
しかしながら、他の主要国の研究開発費が経年的
に伸びているのに対し、日本は1998年に過去最高
に達した後に2000年代以降はほぼ横這いで推移し
ていた。日本の過去10年間（2011年vs 2021年）の
研究開発費伸び率は、102％と他の主要国（米国
133％、中国13）250％、ドイツ156％、フランス132

％、韓国177％）に劣っており、国際競争の観点か
らは心配な状況であることが示唆された。
　引き続き、創薬研究力との関係がより深いと想
定される保健分野の状況を確認するため、日本の
学問分野別の大学部門研究開発費・構成比の推移
を調査した。結果を図14に示す。なお、この値は
教員人件費を FTE 係数で補正していない金額で
あることには注意が必要である。1990年代後半ま
では、殆どの分野で研究開発費は増加傾向にあっ
たが、2000年代以降も増加し続けているのは保健
分野のみであった。このため、保健分野の構成比
も経年的に拡大しており、1981年に25.1％であっ
た割合が2021年には34.3％まで拡大していた。
　前章において、科学技術政策研究所が優れた成
果をあげた研究活動の特性を調査８）している旨を

11）公益財団法人未来工学研究所 令和４年度科学技術試験研究委託事業　研究者の交流に関する調査報告書 ―2021年度の
国際研究交流状況―（令和５年３月）　https://www.mext.go.jp/content/20230531-mxt_kagkoku-000236327_2.pdf

12）OECD 推計とは、教員の人件費分を FTE 係数（フルタイム換算係数、研究専従換算係数）で補正した研究開発費であ
る。なお、総務省の研究開発統計「科学技術研究調査」は補正を行っていない総額データである。

13）中国の過去10年間の伸び率は、データ欠落の関係で2008年と2018年を比較した値である。

図12　海外への派遣研究者数の推移

33,480
41,965

50,927 52,414

81,921
87,817

94,217

112,372
103,204

115,838
112,022

124,961
137,407

136,751
132,067

141,495
141,161

140,731

155,056
165,569

172,592173,154
170,654

170,789
174,602 177,821

158,912

1,329
3,21129,633

37,973
44,883 46,767

74,803

80,732
86,631

104,698
96,261

109,323
106,145

119,576
132,682

132,588
128,095

137,461
137,079

136,459

149,871
160,394

168,225
168,563

166,239
166,426

170,284
173,530

154,734

312 1,646
0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（人）

年

派遣者総数

短期派遣者数

3,847 3,992

6,044 5,647

7,118 7,085 7,586 7,674
6,943 6,515

5,877 5,385
4,725

4,163 3,972 4,034 4,086 4,272
5,185 5,175

4,367 4,591 4,415 4,363 4,318 4,291 4,178

1,017
1,565

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（人）

年

中・長期派遣者数

注：短期：１か月（30日）以内、中・長期：１か月（30日）を超える期間
出典：�未来工学研究所 研究者の交流に関する調査報告書 ―2021年度の国際研究交流状況―（令和５年３月）11）を一部改変
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紹介したが、研究資金についても分析が行われて
いた。それによると、Top10％補正論文を算出し
た研究資金の金額は中央値490万円・最頻値100万
円であり、比較的少額の研究資金で実施した研究
も多かった。また Top10％補正論文の46.5％は科
学研究費補助金（科研費）を使用した研究の成果
であり、比較的少額の科研費が重要な役割を果た
していることが指摘されていた。しかしながら、
被引用度が特に高いTop１％補正論文は、高額の
研究資金（2,000万円以上）から産み出される傾向
があることが統計的に強く示された旨が指摘され
ていた。類似の研究として、筑波大学・弘前大学
が生命科学・医学分野における研究費と研究成果
の関係を調査14）している。結果として研究者にと
っては、高額な研究費が得られる程より多くの研
究成果を創出できるが、5,000万円以上で研究成果

創出が横這い状態に達したこと、投資総額に対す
る研究成果創出効率としては、500万円以下の少額
研究費を多数の研究者に配分する方が、高額研究
費を少数の研究者に配分するよりも多くの研究成
果が得られたことが示された。
　論文数で見た日本の研究力では、量的観点と質
的観点の両面を押さえることが望ましい旨を２章
で言及した。量的観点に重きを置いた場合は、500
万円程度の比較的少額の研究資金を幅広く配分す
ることが望ましいと思われた。一方で、質的観点
により重きを置いた場合は、ある程度高額（2,000
万～5,000万円）の研究資金を配分することが望ま
しいと考えられた。研究資金は、国際競争に劣後
しない金額・伸び率を確保する一方、その配分に
ついては質的・量的観点から戦略的に考えていく
ことが望ましいと思われた。

図13　主要国の大学部門研究開発費の推移
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出典：�文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023 統計集３）」を基に、医薬産業政策研究所が加工・作成

14）Ryosuke L. Ohniwa,et al. The effectiveness of Japanese public funding to generate emerging topics in life science and 
medicine. PLoS ONE. 18（8）: e0290077.　https://doi.org/10.1371/journal.pone.0290077
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６．日本のアカデミアの研究力に関するまとめ

　日本のアカデミアの研究力を定量化し比較する
に際し、研究開発のアウトプットである論文数の
変化に着目し現状を俯瞰したが、論文数を見る際
には、量的観点（全論文数）、質的観点（Top10・
Top１補正論文数）との２つの視点を明確に区分・
意識することが重要であることが確認できた。ま

た、日本の研究力に影響すると思われる「ヒト」
を見る際にも、研究者数を単純に見ることなく、
研究業務に専従した時間割合を勘案した FTE 研
究者数と人数である HC 研究者数を区分・意識す
ることが大切であると思われた。更に「カネ」を
見る際にも、研究開発費には、教員人件費をFTE
係数（研究専従換算係数）で補正したOECD推計

図14　日本の学問分野別大学部門研究開発費・構成比の推移
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値や教員人件費をフル計上した研究開発費がある
ことを区分・意識することが重要と思われた。

（１）論文数

　こうした視点を意識しながら日本の論文数を見
た場合、全論文数は1980～1990年代に欧州主要国
を上回る伸びを示し、一時は米国に次ぐ世界２位
であったが、2000年代以降は停滞傾向が見られ、
2010年代後半以降に再び増加傾向を示していた。
Top10数、Top１数も、1980～1990年代は米英に
次ぎドイツと競う状況にあったが、2000年代以降
は停滞しドイツとの差が拡大していた。2000年代
後半にはフランスに、2020年代に入り韓国に抜か
れ、世界ランクの下落が止まっていない。
　臨床医学分野の日本の全論文数は、1980～1990
年代に急速な伸びを示した後、2000年代に一時停
滞し、2010年代以降に再度伸張傾向を示していた。
一方、Top10数は、2000年代前半に一時停滞傾向
を示した以外ほぼ緩徐な増加傾向を維持していた
が、英・ドイツとの差が拡大し韓国との差が縮ま
っていた。Top１数も、2000年代前半を除けば緩
徐な増加傾向にあったが、他の主要国との差は経
年的に拡大していた。2020年代以降は減少傾向を
示しており、韓国と７位を争っていた。
　基礎生命科学分野の日本の全論文数は、1980～
1990年代に急速な伸びを示し、一時は世界ランク
２位であったが、2000年代以降は停滞から減少傾
向となった後、2020年代に再度伸張傾向を示し、
現在は３位をドイツと争っていた。一方、Top10
数・Top１数は共に、1980～1990年代に増加傾向
を示したが、2000年代以降に停滞し英国・ドイツ
との差が拡大していた。2010年代後半からは緩徐
な減少傾向が見られ、現在は伸長著しい韓国と７
位を争っていた。
　論文数で見た日本の研究力は、1980～1990年代
に急速に伸びた後に2000年代に停滞傾向を示して
いた。2010年代若しくは2020年代以降の量的観点

（全論文数）の増加傾向を維持しつつも、他の主要
国との差が拡大し、韓国に追い上げられつつある
質的観点（Top10数、Top１数）の向上が特に重
要と思われた。

（２）研究時間・研究人材

　2000年代以降の日本の大学部門研究者数は、そ
の人数（HC研究者数）は一貫して増えているが、
国際比較可能な FTE 研究者数は、2000年代後半
から横這い若しくは緩徐な減少傾向を示してい
た。研究活動に割ける時間割合の減少（2002年46.5
％→2018年32.9％）がこの原因と想定された。特
に創薬研究力との関係がより深いと想定される保
健分野においては、HC 研究者数が大幅に増加

（2002年48,058人→2018年65,585人）する一方、FTE
研究者数は減少（2002年22,237人→2018年19,519
人）していた。時間割合の減少は2002年46.0％
→2018年29.8％であった。
　また年齢階層別に大学本務教員数を見た場合、
40歳以上の教員数が経年的に増加しているのに対
し、トップリサーチャーの半数以上を占めるとさ
れた40歳未満の若手は、1980年代以降4.5万人前後
で横這いとなり、2010年代以降は減少傾向を示し
ていた。40歳未満の若手の割合は1971年48.1％か
ら2019年22.1％と半数以下に低下していた。
　保健分野においては、やはり40歳以上の教員数
がほぼ経年的に増加しているのに対し、40歳未満
の若手は1980年代半ばまでは他の年齢階層を上回
る増加を示していたが、それ以降は２万人前後で
横這いとなっていた。40歳未満の若手の割合は
1980年代半ばまでは横這い傾向であったが、それ
以降は経年的に減少しており、1971年64.4％
→2019年30.1％と半数以下に低下していた。
　また、優秀な研究者の育成には海外での経験が
重要であるが、海外派遣研究者数については、30
日を超える中・長期派遣者数が2000年を境に減少
傾向を示し、2000年代後半以降は４千人台前半で
ほぼ横這いとなってしまっていた。
　日本のアカデミアの「ヒト」の現状は、研究時
間の面でも、研究人材（年齢階層）の面でも、国
際交流の面でも問題を抱えていることが確認でき
た。若手研究者数や中・長期の海外派遣研究者数
の実数を直ちに増やすことのハードルは高いと思
われるが、研究活動に割ける時間割合の改善は工
夫の余地があるのではないかと思われた。
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（３）研究資金

　主要国の大学部門研究開発費（名目額・OECD
購買力平価換算）の推移は、米国が伸びも含め飛
び抜けた世界１位であった。中国が２位、ドイツ
が３位と想定された。日本は英国と共に４位を占
めると想定された。しかしながら、他の主要国の
研究開発費が経年的に伸びているのに対し、日本
は1998年に過去最高に達した後に2000年代以降は
ほぼ横這いで推移していた。日本の過去10年間

（2011年 vs 2021年）の研究開発費伸び率は、102
％と他の主要国（米国133％、中国13）250％、ドイ
ツ156％、フランス132％、韓国177％）に劣ってお
り、国際競争の観点からは、安堵できる状況では
ないことが示唆された。また、日本の学問分野別
の大学部門研究開発費・構成比の推移を見た場合、
1990年代後半までは殆どの分野で研究開発費は増
加傾向にあったが、2000年代以降も増加し続けて
いるのは保健分野のみであった。このため、保健
分野の構成比は経年的に拡大しており、1981年に
25.1％であった割合が2021年には34.3％まで拡大
していた。
　更に、論文数で見た日本の研究力の量的観点に
重きを置いた場合は、500万円程度の比較的少額の
研究資金を幅広く配分することが望ましく、質的
観点に重きを置いた場合は、ある程度高額（2,000
万～5,000万円）の研究資金を配分することが望ま
しい旨が指摘されていた。
　日本のアカデミアの「カネ」の現状は、研究資
金においては国際競争に劣後しない金額・伸び率
を確保する一方、その配分についても量的・質的
観点から戦略的に考えていくことが望ましいこと
が確認できた。

（４）考察

　本論文は、医薬産業政策研究所のチームによる
「日本の創薬研究力の実態と課題」をテーマとして
調査・研究を進める中で、日本の創薬の出発点と
して重要なアカデミアの研究力の実態の一部分を

確認し纏めたものである。調査・研究は途上にあ
り、今後引き続き検討が成される予定であるが、
日本のアカデミアの現状を大掴みした場合、結論
的にはほぼ2000年代を境に、論文数で見た研究力、
研究時間、研究人材、国際交流、研究資金等の複
数の項目において潮目が変わったと捉えることが
できると思われた。
　なお、日本のアカデミアは、シーズ供給との側
面以外に、先端技術を修得した優れた人材を社会
に供給するとの人材育成の側面においても重要な
役割を担っている。しかしながら、本論文では人
材育成については調査のスコープ外としている。
日本のアカデミアの人材育成の成果に関しては、
別途の検討が必要である。

６．おわりに

　日本の創薬の在り方は、従来の個社完結型から
複数プレーヤーが連携する創薬エコシステムに移
行しつつあると思われるが、いずれの場合でもア
カデミアは出発点として重要な役割を担っている
と思われる。製薬産業とアカデミアの連携が重要
であることは論を俟たないが、この点についても
本論文では触れていない。今後の調査・研究が必
要である。また、新たなプレーヤーである創薬ス
タートアップの現状やその連携（対アカデミア連
携や対製薬産業連携の両面）についても調査・研
究が必要であろう。
　革新的創薬により国民の健康寿命を延伸すると
の観点のみを考えた場合、グローバルな競争に晒
されている日本の製薬産業が必ずしも日本のアカ
デミアに依拠する必要はなく、グローバルな産学
連携を指向すべきとの考えも成り立ちうる。政策
研ニュース本号（No.71）掲載の長岡・西村らの研
究15）において、日本の製薬産業が依拠している科
学論文の約９割が外国論文であり、サイエンスの
グローバルな進展の吸収能力が重要である旨が指
摘されている。しかしながら一方で、国内サイエ
ンス活用には優位性があり、その活用も重要であ

15）医薬産業政策研究所　「日米欧創薬におけるサイエンスの貢献：特許と論文のマッチトデータからの示唆」政策研ニュー
ス　No.71（2024年３月）
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る旨も指摘されている。この自国発明者の優位性
を活かすためには、日本のアカデミアの研究力向
上に日本の製薬産業が可能な限り貢献していくこ
とが重要だと思われた。
　更に、日本の製薬産業には、日本の経済成長に
貢献するとの役割も期待されている。日本の経済
成長を考慮した場合、日本のアカデミアの研究力

向上が日本の製薬産業のみならず他産業や社会発
展にとっても重要と思われる。日本の製薬産業が
実施可能なアカデミアへの貢献を全うし、共に手
を携えて成長していくことが、日本の創薬力向上
のみならず国力向上や社会的発展にとっても重要
であると思われた。


